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研究成果の概要（和文）：本研究は，「保育者用の児童虐待防止活動包括プログラム」を開発し，

その有効性を検証した。このプログラムのコンテンツ策定に先立ち，保育者に求められる専門

的能力，すなわち関係機関(児童相談所や市町村)と協働する能力と多くの問題(貧困や精神的な

問題など)を抱えた家族に対応する能力を新たにモデル化した。調査に基づき，プログラムのコ

ンテンツとツール(教材)を作成し，このプログラムを実施したところ，児童虐待防止能力の向

上に十分な効果があることが確認された。 

 
研究成果の概要（英文）：The present study developed "Comprehensive Educational Program 
on Child Abuse Prevention Activities for the Child Care Worker(Nursery or Kindergarten  
Teachers)", and verified the effectiveness. Prior to deciding the educational contents 
of this program, professional competences required of the child care worker were modeled. 
That is, competence to cooperate with related organizations (Child Guidance Centers, 
Municipalities, etc.), and to counsel and guide the families that have many troubles 
(poverty, emotional disturbance, etc.). Based on the investigations, Contents and the 
tools (instructional material) of the program were made. This program was executed for 
the child care worker. As a result, it was confirmed that this program had an effect enough 
for the improvement of the child abuse prevention competence. 
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１．研究開始当初の背景 
児童虐待の相談処理件数は増加の一途を

たどっており，全国児童相談所の虐待相談対
応件数は，59,862 件(平成 23 年度速報値)に

なった。この中で小学校就学前の児童が占め
る割合は平成 14 年度以降 40～50％を推移し
ており，虐待死亡事例に至っては，9 割近い
子どもがその年齢段階にある。そのため，幼
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稚園や保育所に勤務する保育者は，虐待や不
適切な養育を早期に発見し，市町村の福祉窓
口や児童相談所に通告した上で，それらの関
係機関と連携しながら子どもや家族をケア
していく役割を果たさなければならない。な
ぜなら幼少期からの保育施設を含んだ関係
機関による早期支援が，子どもの救命と発達
保障や家族の立ち直りを促進させるだけで
なく，子どもの非行化を抑止することにもつ
ながるからである。そのため，児童虐待防止
にかかる保育者の専門的能力育成は，社会予
防の観点からも意義を有すると考えられる。 
このような問題意識から，「保育者の意思

決定支援ツールを用いた児童虐待対応包括
プログラムの開発」（基盤研究(C)，平成 19
年度～平成 21 年度， 課題番号：18500638，
研究代表：笠原正洋）を行った。しかし，こ
の研究の取り組みの過程で，プログラムの基
礎となる保育者の専門的能力に関して，実践
的，理論的な観点から修正を加え拡大・再編
成する必要が生じた。すなわち，関係機関と
協働する能力と対応が困難な親へ対処する
家族対応能力をモデル化し組み込むことで
ある。そこで，本研究課題では，前回の研究
の問題点を改善し，新たに「保育者用の児童
虐待防止活動包括プログラム」を開発するこ
とを目的とした。 
 
２．研究の目的 
本研究課題では，「保育者用の児童虐待防

止活動包括プログラム」を開発し，その効果
検証を行う。まず，新たに提案する専門的能
力をモデル化し，予備的検討を行う(平成 22
年度)。次に，モデル化した能力の実態把握
とプログラムの試験的施行による効果検証
を行う(平成 23 年度)。そして，プログラム
のコンテンツとツール(教材)の評価と最終
的なプログラムの検証を実施する(平成 24年
度)。 
 
(1)児童虐待防止では，多職種の専門職連携
実践が原則である。では，その関係機関の一
つである保育所や保育士にはどのような協
働の専門的能力，すなわち知識やスキルが求
められるのか。保育所に保育士として勤務し
た後，虐待対応を担う市町村の窓口に福祉行
政職として勤務した経験を持つ保育士を対
象に半構造化面接を実施し，言語記述を分析
することにより，保育所や保育士に求められ
る専門的能力を明らかにする。 
 
(2)困難な家族事例に対する専門的能力を明
らかにするために，文献研究により問題アセ
スメント及び苦情処理からなる家族対応能
力のモデルを作成する。 
 
(3)(1)で作成したモデルに基づき，市町村や

児童相談所などの関係機関と協働する保育
士の専門的能力(知識・スキル体系)を整理し，
これらを評価項目として設定する。そして，
この専門的能力育成を目指した研修を企画
し，その研修の効果を試験的に検討する。 
 
(4)保育所と幼稚園の主任 2 名を対象に家族
対応能力のモデルが保育場面に適用できる
か半構造化面接により検証を行う。 
 
(5)保育者用の待防止活動包括プログラムの
効果を測定する尺度を確立するために，それ
までに行った研究(1)～(3)と笠原(2010)に
基づき，2 つの評価尺度を作成した。①関係
機関・支援者の理解に関する項目や他機関協
働役割に関する項目などを組み込んだ「保育
者による児童虐待防止活動の包括的な専門
的能力評価尺度」57 項目。②虐待防止の中で
も特に多くの問題を抱え保育所に苦情を呈
するような困難事例への親対応に関わる「家
族対応能力評価尺度」47 項目である。そして，
①と②の尺度を用いて，その尺度で測定され
た保育士の専門的能力の実態を明らかにす
るために質問紙調査を実施する。その実態を
通して，プログラムのコンテンツを考察する。 
 
(6)「保育者用の虐待防止活動包括プログラ
ム（短縮版）」が，保育所や幼稚園に勤務す
るベテランの保育者（管理者・主任クラス）
にも効果があるかを検証する。 
 
(7)「保育者用の児童虐待防止活動包括プロ
グラム」を実施するために作成したツール
(教材)の有効度検証を行う。 
 
(8)これまでに作成した教材および評価尺度
を用いて，プログラムの最終的な効果検証を
行う。 
 
３．研究の方法 
(1)面接協力者は，保育士としての勤務経験
を有し福祉行政の職務経験を持つ保育士 15
名である。福祉行政職の勤務経験は平均 22.5
カ月，保育士としての勤務経験年数は平均 22
年だった。保育所と関係機関が協働して児童
虐待防止に取り組んだケースの中で，協働が
うまくいったケースといかなかったケース
の回想を求め，虐待の発見や通告，入所，見
守りのそれぞれの段階における保育所や保
育士の対応とそれに関わる専門的能力を聴
取する。また，保育士職と福祉行政職との比
較から改めて理解した保育所や保育士の専
門的能力とは何かを聴取する。 
 
(2)学校クレーム，企業のクレーム対応や苦
情処理に関する著書 30 冊を基に，対応する
支援者に求められる専門的能力にかかわる



 

 

記述 1,973 項目を抜き出し，それを整理・集
約する。 
 
(3)保育士対象の虐待防止研修会に参加した
現職保育士 56 名を対象に，関係機関との協
働に関するコンテンツを取り入れた研修を
試験的に実施した。そして，笠原(2011)に基
づき，保育士に求められる専門的能力を，1)
保育所の児童福祉における位置づけ，2)関係
機関や支援者，3)協働による支援プロセス，
4)子ども虐待の発見と通告の意味，5)ケース
協議，6)親支援，7)子ども対応に分類し，評
価尺度 29 項目を作成し，受講前後にその尺
度への回答を求めた。実施した 3時間の研修
プログラムのコンテンツは，本報告書 P.6 の
表 1のプログラム No.3，4，7～11 に該当す
る。評価尺度と通告の抵抗感を問う質問項目
は，すべて 4件法で回答を求めた。 
 
(4)保育所と幼稚園の主任 2名を対象に問題
処理技能の技量モデルが保育場面に適用で
きるか半構造化面接により検証を行った。 
 
(5)調査対象は，九州圏内 6県から無作為抽
出した保育所 300 か所に対して，1保育所当
たり 5名計 1,500 名の保育士である。調査項
目は，調査協力保育士と勤務保育所のプロフ
ィール，困難事例への対応に関する養成教育
や実務研修を受けた経験とその評価，困難事
例への対応経験の頻度と対応への不安の自
己評定，研究(2)と(4)に基づき作成した「家
族対応能力尺度」47 項目の自己評定，研究(1)
と(3)の結果から修正・再編した「保育者に
よる児童虐待防止活動の包括的な専門的能
力評価尺度」57 項目の自己評定，そして 2
つの尺度の妥当性を検証するための保育者
効力感尺度の自己評定である。 
 
(6)ベテランの保育者（保育所・幼稚園）を
対象に虐待防止に関する専門職研修に参加
した 49 名のうち，調査協力を得られた 45 名
（平均勤務年数 14 年 6か月）を対象に，プ
ログラムの事前事後に「保育者による児童虐
待防止活動の包括的な専門的能力評価尺度」
57 項目への回答を求めた。実施したプログラ
ム(80 分×4 回)のコンテンツは，本報告書記
載の表１の No.3，4，6，7，9，10 である。 

 

(7)教材の効果検証を行うため，関係機関との
協働に関する専門的能力については，図 1の
ように，「関係機関の仕組みや支援者の役割
理解」教材と自己チェック項目 33 項目（短
縮版）を完成させた。この教材は関係機関や
支援者の対応を視覚的に把握する鳥瞰図で
ある。また問題解決能力を高める教材として
「困難事例への対応｣教材を作成した。これ
は，保育士 67 名から得られた 82 の記述をも

とに作成した BCM (Blind Case Method)方式
の事例教材である。学生を対象にプログラム
のコンテンツ No.1～14 をすべて実施し，コ
ンテンツとツールの有効度評価を 5件法で求
めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1．協働の全体像を理解させる鳥瞰図教材 

 
(8)開発したプログラムの効果検証を行った。
「保育者用の児童虐待防止活動包括プログ
ラム」を現職保育士 36 名と学生 97 名を対象
に実施し，その効果検証を行った。現職保育
士研修のコンテンツは，表 1のプログラム
No.3，4，7，14，学生対象の研修のコンテン
ツは No.1～14 のすべてである。 
 
４．研究成果 
(1) 保育士に求められる協働の専門的能力
として，親子の見守り段階における保護者支
援に関する言及が特に多かった。他に，①入
所段階での物理的支援や情緒的支援，②発見
や通告段階での保育士と親との対話による
早期発見と速やかな通告，③見守り段階での
1)詳細な記録と密な情報共有による急変対
応，2)保育所や保育士との信頼関係を基盤と
した親の生活指導，3)子どもの見守りと保育
所での発育・発達保障，4)個別ケース会議に
おいて保育所側からの積極的な情報提供に
よる支援の展開と継続である。一方，協働が
うまくいかなかったと判断されたケースの
ほとんどは，入所の困難さや通告の回避に関
するものだった。 
 さらに福祉行政勤務経験後の虐待防止に
関する態度や専門的能力の変化が明らかに
なった。面接協力者の全員が児童虐待の通告
の抵抗感がなくなったと回答した。その理由
は，通告により多くの関係機関が関わり支援
が多面的になることを実感したことによる。
つまり，関係機関の協働の理解が通告抵抗感
を減少させたという。また指導的役割から受
容的関わりの大切さを再認識したという回
答もあった。そして保育士の専門性である子
どもの保育を前提とした保護者支援の専門
的能力育成が非常に重要になると指摘して
いた。 

〔関係機関や支援者の理解_1〕 〔関係機関や支援者の理解_2〕

□ 児童虐待防止における各関係機関の役割や支援の流れを知る。 □

□

〔虐待の発見_子どもや親の背景の理解〕 □

□ □

（子どもが示すさまざまな行動の背景のひとつに虐待があることを知る) □

【虐待発見時の対応】 相談
□ 子どもに不審な傷やアザを発見した場合には，日付や部位などをきちんと記録する。

【職場の体制や風土作り】 虐待の発見 訪問，調査 調査依頼
□ 虐待の通告

□

〔通告に関する理解_市町村と保育所とが関係をつくる〕
□ □

□

□ □

□

□ 〔再通告に関する理解と行動〕 送致
□

□

【親への対応_親と関係をつくる】
□

指導・支援
□

□ 措置
□

【子どもへの対応_子どもを守り健全に育成する】 家庭復帰
□

□

□

□

〔見守りの場としての保育施設・学校〕

□

□

【要対協での情報共有・連携】 〔さいごに〕
□

□

□

見守りをしている子どもに，保育・教育を通して基本的な生活習慣(身辺自立，食事，遊び）を身につけるよう指導する。

見守りをしている子どもの状況に応じた保育・教育を実施するために個別の計画を作成するなど適切な対応を図る。

虐待や不適切な養育の兆候がある子どもの安否確認や育ちを大切にするため保育所に入所を依頼されることがあることを知る。

虐待などで支援が必要な子どもや親を毎日，観察することができ，かかわりをもつことができる大切な場が園や学校であることを理解する。

見守りをしている子どもや親の状態を，関係機関の人にも把握できるように記録する。
　園や学校における児童虐待防止は，「多職種の関係者が協働して対応することが原則

であること]を理解する。
要保護児童対策地域協議会に，園や学校側から担任としての参加を求められた場合，子どもや親の状況を説明する。

要保護児童対策地域協議会での支援計画に基づいて，園や学校，地域での子ども・家族支援を行う。

子どもに不審な傷やアザを発見した場合，その場で親にすぐ傷

やアザのことを確認・質問する。

見守りをしている親に対して，基本的な生活面（離乳食，洗濯，清潔保持など）での支援・

指導を行う。

見守りをしている親に対して，毎日，登園できるように何らかの働きかけや支援を行う。

見守りをしている親が，悩みを相談した時に，じゅうぶん話を聴いて対応する。

見守りをしている子どもで，大人へ過度に接触するなど不安定になっている子どもを保育・教育を通して支援する。

見守りをしている子どもで，特に衝動的な行動に対して保育・教育を通して支援する。

職場に，虐待など気になる子どもを速やかに市区町村の担当

窓口に相談・通告する体制や風土(雰囲気)を作る。
親や子どもに関する情報をいろいろな関係機関と共有するためにも，市区町村の担当窓口に通告したほうがよいことを理解する。

市区町村の担当窓口や児童相談所への通告は，関係機関による「支援の始まり」であることを理解する。

虐待など気になる子どもとその親への対応で，担任一人が抱

え込まないような体制を作る。 見守りをしている親や子どもに，何か変わった様子があれば，その都度，市区町村の担当に連絡・相談する。

見守りをしている親や子どもを，市区町村の担当に(再)連絡・相談する時には，客観的な記録に基づくことが大切なことを理解する。

園や学校にいる子どもの親から深刻な相談(生活苦，多重債務，DVなど）を受けた場合，どの

ような関係機関を紹介したらよいかを知る。

通告・連絡

職場に，虐待などで見守りをしている子どもや家族に対して職

員全体で関わっていくという体制や風土(雰囲気)を作る。

職場に，虐待などが疑われる子どもを，気をつけて発見していく

体制や風土(雰囲気)を作る。

職場に，虐待などで気になる子どもを職場内で報告したり協議

したりする体制や風土(雰囲気)を作る。
園や学校から通告する場合，虐待であるかを確認・判断する義務はなく，速やかに通告する義務があることを知る。

児童虐待を発見した場合に通告する機関のひとつに，市区町村の担当窓口（子育て支援課，子ども健康課など）があることを知る。

ワークシート　児童虐待防止において支援者に求められる協働の技量とは －多職種協働原則の自己チェック－

児童虐待防止において，児童相談所の児童福祉司がどのような役割を果たしているかを知る。

児童虐待防止において，市区町村の関係部署にいる相談員や保健師がどのような役割を果たしているかを知る。

児童虐待防止において，主任児童委員や民生委員児童委員が，どのような役割を果たしているかを知る。

児童虐待や不適切な養育の兆候がみられる親には，どのような生活背景があるのかを想像する。 児童虐待防止において，要保護児童対策地域協議会（要対協）がどのような役割を果たしているかを知る。
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 以上より，関係機関の役割と支援の流れ，
通告の意味づけ，協働の意味づけの理解，そ
して親支援，子ども対応，ケース協議に関わ
る専門的能力を育成するプログラム・コンテ
ンツが必要であると考察された。この調査か
ら協働の専門的能力をモデル化し，そのモデ
ルに対応した尺度項目 29 項目を暫定的に設
定した。 
 
(2)学校クレーム，企業のクレーム対応や苦
情処理に関する著書 30 冊を基に，対応する
者に求められる対応行動 1,973 項目を抜き出
し，それを整理・集約して作成したのが，図
2のモデルである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．保育所での虐待防止と家族対応モデル 

 
各段階の特徴は以下のとおりである。 

①予防段階：親の問題が生じないようにする
のがこの予防段階である。この段階で保育者
に求められる専門的能力は，親とコミュニケ
ーションをとり，保育者が保育を通して，親
とよい人間関係を形成することである。 
②アセスメント段階：親からの訴えがあった
場合に，傾聴し，情報収集・事実確認をする
段階である。それと同時に，親からの訴えの
背後に，虐待や DV が潜在化していないかア
セスメントする必要がある。 
③問題解決段階(ホワイトゾーン)：次の段階
は問題解決段階である。親の訴えに保育者側
が気づかされ学ぶところがあるような訴え
への対応である。場合によれば謝罪，対応で
きない場合は謝絶し，相手に理解と協力を求
めていく能力が求められる。 
④問題解決段階(ブラックゾーン)：一方，こ
の段階には親の訴えに理がない対応もある。
その際は毅然とした対応が求められる。 
⑤事後対応段階：問題解決の段階が終了する
と，次はケースの記録を管理し，保育所や幼
稚園の体制や保育者の意識を見直し，改善へ
の取り組みを行うことが求められる。 
⑥すべての段階にわたって求められる能力： 
①～⑤のすべての段階にわたって求められ
る専門的能力として，感情制御やチーム対応，
組織作りの能力が求められる。 
 
(3)専門的能力の評価尺度の研修前後での変
化を図 3と図 4 に示した。1)専門的能力の領
域ごとに群×時期の 2要因分散分析を実施し

た。すべての領域において，群の主効果とテ
スト時期の主効果が有意だった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3．協働に関する知識・理解の平均評定値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4．協働に関する技術の平均評定値 

 
保育者が抱く通告抵抗感についても分析

を行ったところ，交互作用に傾向が認められ
た。下位検定の結果，経験 5年以上と 20 年
以上の 2群は研修後に有意に抵抗感が低下し
ていた。しかし，経験 5年未満群の若年者は，
研修前後の評定値に有意差が認められなか
った。専門的能力の自己評価が高まっても，
通告の抵抗感が変化しなかったことから，特
に若年者の保育士や学生を対象にした研修
内容の検討がさらに必要である。 
 
(4)(2)で得られたモデルに基づき，それぞれ
の段階で求められる専門的能力を測定する
尺度項目を作成した。そのモデル及び尺度項
目を幼稚園の主任教諭(勤務年数 28 年)と保
育所の主任保育士(勤務年数 13年)に提示し，
修正を求めた。その結果，アセスメント段階
と問題解決プロセスを測定する項目の表現
に修正・削除が求められたため，協議のうえ
訂正を行った。その結果，最終的に 47 項目
からなる家族対応能力尺度を作成した。 
 
(5)実態把握のための調査票の回収数は 669 
(回収率 44.6%)だった。 
①家族対応に関する被教育・研修経験 
養成段階で教育を受けた保育士は 36.4％，

卒後に実務研修を受けた人は 65.1％だった。
そして教育・研修受講が有効であると判断し
ている人は，養成段階では 27.4％，実務研修
段階では 59.6％だった。その判断理由の分析
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から，研修では保育士のニーズに応え，実践
に役立つ内容と形式(ロールプレイなど)を
重視する必要があることがわかった。 
また，実際の家族対応の経験では，ホワイ

トゾーン事例の経験者は 359 名(54.07％)，
ブラックゾーン経験者は 33 名(4.95％)，グ
レーゾーンのそれは 101名(15.14％)だった。
家族対応に不安を感じている人数は，ホワイ
トゾーン対応 478 人(72.31％)，グレーゾー
ン対応 617名(93.2％)とブラックゾーン対応
601 名(90.93％)だった。家族対応にかなりの
不安を抱いていることが分かった。 
②評価尺度の作成 
「家族対応能力評価尺度」と「保育者によ

る児童虐待防止活動の包括的な専門的能力
評価尺度」に対して，探索的因子分析を実施
した。その結果，家族対応能力評価尺度は，
9因子が抽出され，予防，アセスメント（受
容的態度因子を含む），ホワイト対応（理解
協力要請因子，謝罪因子から構成），ブラッ
ク対応，事後管理，段階共通（感情調整，組
織対応）となった。また，児童虐待の専門的
能力評価尺度では，保育所役割の理解，支援
プロセスの理解，関係機関・支援者の理解，
虐待発見，通告の意義理解，通告行動，保育
所内報告，管理者協議，個人通告，家族支援，
他機関協働，保育所体制作りの 12 因子が抽
出され，両尺度とも概ねモデル通りの因子を
確認できた。 
③保育士の専門的能力の実態把握 
 「家族対応能力評価尺度」の自己評価の結
果を図 5(5 件法)に示す。分散分析の結果，
①予防＞②アセスメント＞⑤事後管理≒⑥
段階共通＞③ホワイト対応＞ブラック対応
という順に高いことが示された。なお，家族
対応能力評価尺度の評定値の高さと保育者
効力感の相関は高いことが確認された(r 
=.364～.496)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5．家族対応能力評価の自己評価実態 

 
また「保育者による児童虐待防止活動の包

括的な専門的能力評価尺度」の実態を図 6に
示す。分析の結果，⑧個人通告，③関係機関
や支援者の理解及び②支援プロセスの理解
に関する評定値が特に低いことが示された。 
以上の結果より，保育士を対象にした研修

プログラムでは，まず管理者(園長，主任)が

通告を放置した際には，子どもの権利擁護の
ために⑧個人で通告するという専門的能力，
③多職種からなる関係機関や支援者の役割，
②支援プロセスを十分に理解させるコンテ
ンツと教材が必要であることが示された。ま
た，保護者支援や地域との協働に関する実践
的な研修を行い，問題を抱える家族への対応
に関する具体的な支援行動や対応上の留意
点を研修していくことも重要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6．児童虐待防止活動の包括的専門能力の自己評価の

実態 

 
(6)ベテラン保育者(保育士・幼稚園教諭)45
名を対象にした児童虐待防止活動包括プロ
グラム（短縮版）の実施効果は，図 7のよう
に児童虐待防止活動のすべての専門的能力
において有意に上昇していた(t 検定の結果)。
また通告に対する心理的な抵抗感も事前の
評定平均値 3.24 が事後では 2.80 と有意に低
下していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7．ベテラン保育者を対象にしたプログラムの効果 

 

また保育士を志望する学生 96 名を対象に
実施したプログラムにおいても，図 8に示さ
れた通り，事前から事後にかけて有意に専門
的能力の自己評価が高まることが示された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 8．学生を対象にしたプログラムの効果 
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(7)保育士志望の学生 115 名を対象に「保育
者用の児童虐待防止活動包括プログラム｣を
実施し，プログラムのコンテンツとそこで利
用されたツール(教材)に対しての有用度評
価を 5件法で求めた。その結果を表 1に示す。 
 

表 1．本研究課題で開発した｢保育者用児童虐待防止活動

包括プログラム」と有用度評価および研修フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
コンテンツ評価はすべて評定平均値 4.5 以

上であり，高評価を得た。ツール(教材)評価
については No.7 の BCM が 3.97 とやや低い評
価だったが，それ以外は 4.3 以上の高評価だ
った。なおこの回の BCM の低評価にもかかわ
らず，事前から事後にかけて「関係・支援者」
と「保護者支援」の自己評価については有意
に向上していた。 
 

(8)保育者志望学生 98 名(図 9)と現職保育
士 36 名(図 10)を対象に，本研究課題で開発
したプログラムを実施し効果検証を行った。
その結果，概ね満足できる結果を得た。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 9．学生 98 名を対象としたプログラムの効果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10．現職保育士 36 名を対象としたプログラムの効果 

以上の結果より，平成 22 年度から開発に
取り組んだ｢保育者用の児童虐待防止活動包
括プログラム｣を完成することができ，保育
者の熟達レベルや研修目的に応じて，プログ
ラムを細分化し実施しても効果が認められ
ることが示された。 
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